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適用区分は、毎年8月1日から1年間、確定(住民税)申告等により算出された世帯の被保険者全員の住民税の課税状況をもとに下表の判定基準で判定を行います。

	適用区分
	限度額適用認定証の該当
	判定基準

	現役Ⅰ
	該　当
	住民税課税所得が145万円以上の被保険者やその方と同じ世帯の被保険者。

	現役Ⅱ
	
	住民税課税所得が380万円以上の被保険者やその方と同じ世帯の被保険者。

	現役Ⅲ
	非該当
	住民税課税所得が690万円以上の被保険者やその方と同じ世帯の被保険者。



適用区分は毎年8月1日に世帯の被保険者全員の住民税の課税状況をもとに判定をおこないますが、次の場合には再判定をおこない、今までの適用区分が変更になる場合があります。

　　①修正申告等による所得更正・決定があった時

②世帯構成に変更があった時

　　　※適用区分が変更になった場合、現在使用している限度額適用認定証を市町村窓口へ返却し、正しい適用区分が記載された限度額適用認定証の交付を受けてください。（適用区分が現役Ⅲに変更となった方については、限度額適用認定証の交付はありません。）

　
本来支払うべき限度額に相違がある場合、医療機関又は広域連合と差額の調整を行います。

1 本来医療機関の窓口で現役Ⅰの限度額適用認定証を使用していただくべきものが、現役Ⅱの限度額適用認定証を使用していた場合、後日差額分を申請により還付します。
2 本来医療機関の窓口で現役Ⅱの限度額適用認定証を使用していただくべきものが、現役Ⅰの限度額適用認定証を使用していた場合、後日差額分を返還していただきます。
3 適用区分が現役Ⅲのため限度額適用認定証を使用できないが、現役Ⅰや現役Ⅱの限度額適用認定証を使用していた場合、後日差額分を返還していただきます。

平成　　年　　月　　日 上記の内容について説明を受けました。
被保険者番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　被保険者名　　　　　　　　　　　　　　
説明を受けた方の署名　　　　　　　　　　　　　　 印　　ＴＥＬ　　　　―　　　　　―　　　　　[image: image1.wmf]
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○適用区分の判定について





○適用区分の変更について





適用区分の異なる限度額適用認定証を外来・入院時に使用した場合





◇お問合せ　沖縄県後期高齢者医療広域連合　098-963-8012








